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第 6章　各国及び国際機関の援助動向

6－1 一般動向

（1）日本の援助動向

JICAは中央アジア援助研究においてキルギスに対する援助重点分野を、①市場経済化支

援、②産業振興、③貧困削減と定め、専門家派遣や研修員受入れ、開発調査や無償資金協力

を主軸に下記の協力を行ってきた。

1） 市場経済化支援

中央アジア諸国を対象とした特設研修を中心に、マクロ経済、財政金融、経営管理、マー

ケティング、人事管理、統計整備、農産物市場経済といった市場経済化支援のためのコー

スを設け、人材の育成を行っている。1993～ 1994年には、銀行決済システム改善のための

開発調査を実施した。また、2002年より市場経済化支援の企画調査員を派遣している。

2） 産業振興

開発調査として、工業開発マスタープラン調査、振興マスタープラン調査をはじめ、タ

ラス、アライ、キチサンディグ地域の資源開発調査を実施した。また、長期専門家として

2001年 9月より産業政策アドバイザーを派遣している。2002年度は短期専門家としてバー

コード導入専門家を派遣した。中央アジア特設研修では、電気通信経営管理、運輸交通と

いった産業振興にかかわるコースでの研修員受入れを実施している。

3） 貧困削減

社会開発分野の協力では、一般無償資金協力として、国立小児病院やビシュケクの救急

医療施設への医療機材の貸与を実施した。2002年度は産科病院への協力案件が進行中であ

る。この他、食糧増産援助やノンプロジェクト無償を実施した。草の根無償資金協力では、

医療、教育分野を中心としたNGOの活動を支援している。

中央アジア特設研修では、衛生行政、地域開発計画、環境行政コースを設けて人材の育

成を行っている。2002年度の環境行政コース「自然公園の管理・運営と利用（エコツアー）」

は釧路国際ウェットランドセンターで開催され、キルギスからは環境非常事態省と

Biosphere Reserveの職員が参加した。

上記に加え、2000年より青年海外協力隊の派遣を開始。システムエンジニア、日本語教

師、合気道、バレーボール、生け花の協力隊員の派遣を実施している。
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① キルギス日本センター

市場経済化の推進に必要な人材育成と日本との交流を目的としたキルギス日本セン

ターが支援委員会の枠組みによって 1995年に設立されており、貿易実務やマーケティン

グ等の経済経営関連のセミナー、並びに日本語講座が実施されている。同センターの事

業は 2003年 4月より JICAへ移管予定である。

このほか、有償資金協力（円借款）による主要実績を表 6－ 1に示すとおりである。

表 6－ 1　有償資金協力（円借款）主要案件実績

年 度 案 件 名 金 額

1996 マナス空港近代化計画 54億 5,400万円

1996 ビシュケク・オシュ道路改修計画（Ⅰ） 30億 1,600万円

1998 ビシュケク・オシュ道路改修計画（Ⅱ） 52億 5,000万円

1999 社会セクター調整計画 23億 1,800万円

（2）主要国、国際機関の援助動向

主要国、国際機関の近年の援助動向、並びに地方開発、観光分野の援助動向を以下に示す

とおりである。

1）　ADB

社会サービス、教育セクター開発、農村開発、地域インフラ整備、ビシュケク～オシュ

間道路改修、農村金融制度、コーポレートガバナンスのプロジェクトを現在実施中である。

2）　EBRD

1990年代半ばに観光 F／ Sの実施、並びに国際観光セミナーを開催した。1997年にはキ

ルギスタンホテル（現Hyatt Regency）改築資金の一部を融資した。融資の条件として、人体

への影響に配慮した建築資材の使用や建物取壊し時の粉塵拡散防止などの環境保護対策を

課している。

3）　EU-TACIS

TEMPUSプログラム「観光とホスピタリティ｣で、ビシュケク国立経済商業大学をC／ P

として、ベルギーのエラスムス大学、英国のサルフォード大学によるカリキュラム指導、教

師の派遣交換、教育用機材（パソコン、プロジェクター）提供等の協力を実施した。2001年

よりイシククリ州の農産品加工、観光分野の中小企業の競争力強化、並びに地場金融機関

の業務改善を目的とした、中・長期専門家による技術指導プロジェクトを実施している。
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4） IsDB

アライ～バトケン間配電網整備、ビシュケク～オシュ間道路改修といったインフラ整備

の協力を行っている。

5） UNDP

1995年のマナス千年祭実施に際し、コンサルタントによる技術指導、並びに機材供与を

行った。

現在、地方分権プログラムを実施中である。これは、地方分権政策立案、持続性のある

制度の構築、中央－地方政府間関係のあり方について、透明性、システムの効率性、アカ

ウンタビリティー、迅速性といった視点を踏まえた技術移転を行うもので、ジェンダー、環

境に対する配慮も重視されている。

6） WB

1999 年よりキルギスを包括的開発の枠組み（CDF）のパイロット国とした。また、CAS

（Country Assistance Strategy）を 3年サイクルで作成している。

貧困削減、財政構造改革、規制緩和、畜産開発、洪水被害復旧、灌漑設備改修、個人起

業家支援、土地登記支援、電気・暖房システム改修のプロジェクトが進行中で、このうち

規制緩和に関するものは、海外投資の不振要因はインセンティブの不足ではなく官僚主義

的手続にあるとの視点から、投資にかかわる行政手続き簡素化の技術支援を行うものであ

る。また、WBグループの IFCでは、観光投資案件の F／ S調査を実施している。

7） GTZ

中央アジア諸国のなかでキルギスでの活動に最も力を入れている。

Issyk-Kul Biosphere Reserveの創設準備、並びにその後の運用に関して、長期専門家派遣

による技術支援を行い、同地域における農業開発調査を実施した。観光分野では、大統領

観光問題顧問専門家の長期派遣、ツアーオペレーター協会設立、ドイツで開催された観光

見本市参加支援を行った。また、Aga Khan基金と共同で観光開発調査を実施し、観光投資

マニュアルを策定している。

8） KfW

1995年に「Ala-Too」ホテル改築資金の長期融資を行った。

現在、結核予防、母子保健、民間セクター開発、キルギス投融資銀行設立のプロジェク

トが進行中である。



- 79 -

9） SDC

NGO（Helvetas）の活動に財政支援を行っている。Helvetasは、農村での、特に女性による

スモール・ビジネスの支援（ビジネスプラン策定、外国人観光客の受入方のセミナー、ス

モール・ローンの提供）を行っており、Community-Based Tourism活動は、キルギス国内7か

所に拠点を有する。このほか、Helvetasが実施しているセミナーとして、旅行会社やホテル

等宿泊施設の従業員を対象とした顧客サービスや食事をテーマとするセミナー、キルギス

在外公館職員のための広報マーケティングセミナー等がある。

10）TICA

トルコ観光省と共同で、旅行会社経営やホテルマネージメントに関するセミナーを自国

で開催し、キルギスの観光行政担当者、民間企業経営を招へいしている。

11）USAID

土地法の制定や国際会計基準導入支援など、法整備に関する協力を重視している。観光

分野では、商務省のホームページを通じて投資案件の紹介を行っている。

各機関のキルギスにおける援助活動の重点分野を表 6－ 2に示すとおりである。

表 6－ 2　各機関のキルギスにおける重点活動分野

機 関 名 重　点　分　野

ADB BOPサポート、マクロ経済運営、銀行システム改革、農業改革、技術教育・職業訓練、道路リハ

ビリ、電力、教育行政、年金改革、コーポレートガバナンス、企業改革 近年、貧困削減、母子

保健に比重を移している。

EBRD 金融セクター改革、通信、送電網整備、水力発電、中小企業振興

EU-TACIS 法整備・行政改革支援、民間セクター開発・経済開発支援、移行の社会的影響調査支援、インフ

ラネットワーク開発、環境保護・自然資源管理、地域経済開発 近年の重点分野は、構造・組

織改革、農業開発、エネルギー、運輸・通信分野の基礎インフラ整備

IsDB 道路リハビリ、送電網整備、保健医療

UNDP 援助調整、地域開発、貧困削減・雇用促進、ガバナンス・民主化・移行経済支援、人的資源開発、

文化、人道支援

WB 貧困軽減・社会保障（教育、保健、年金改革、社会福祉）、ガバナンス・公共サービス改革・立法

司法改革、民間セクター開発・農村開発（財政金融、エネルギー、運輸、通信、農業、灌漑・水供

給、中小企業振興、企業再編）

GTZ 政府予算サポート、財政部門強化、首相府強化、人的資源開発、環境保全、民間セクター開発、中

小企業振興、繊維産業支援、送電網整備、教育資機材整備、医療機材整備、労働市場整備・雇用

促進

KfW 金融セクター改革、水力開発

SDC NGOを通じての民主化・市場経済化支援

TICA 銀行システム整備、外交官養成、道路網整備、統計整備

USAID 市場経済化のための法整備、農業、エネルギー、金融セクター改革、教育、NGO強化、メディア

支援、民主化、公衆衛生、リプロダクティブ・ヘルス、環境行政、民間セクター開発

出所：『中央アジア援助研究会報告書「キルギス｣』国際協力事業団　2001年　他
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第 7章　観光に関する問題点と課題

7－1 キルギスの観光に関する問題点と課題

（1）イメージ

国の南部で今なおイスラム原理主義勢力の一部が活動を続けているキルギスは、1999年の

日本人専門家人質事件や翌2000年のアメリカ人登山家誘拐事件などによってリスク・カント

リーと見なされるようになり、この傾向は 2001年 9月 11日の米国同時多発テロ事件以降一層

強まった。実際は、南部に危険な地域が残っているが、国全体が危険地域にある訳ではなく、

首都ビシュケクやイシククリ湖周辺など、大部分が平穏であるにもかかわらず、アフガニス

タンをはじめ中央アジア地域全体が紛争地域であるとの印象が定着している。

観光を国家発展の原動力にしようとするキルギスにとって、国のイメージは死活問題とな

る。リスク・カントリーのイメージを払拭し、観光客の信頼を勝ち得るためには、安全確保

に対する万全の取り組みと同時に、最新で正確な情報を各国政府や世界の観光マーケットに

自ら発信していく必要がある。キルギスが観光と並んで重点開発分野と位置づけている ITの

効果的活用がこのような活動の一助となり、同時にキルギスの IT技術の潜在能力を示す機会

にもなり得る。

（2）広報・宣伝

イスラムゲリラの活動は、図らずもキルギスの名をマイナス・イメージとともに世界へ知

らしめることとなったが、独立して 12年と間もないこともあり、一般的にキルギスの知名度

は低く、一部の愛好者を除いて観光の候補地として広く認知されているとはいいがたい（キル

ギス側もこの点を認識しており、観光 PR用 CDに「Unknown Land - Kyrgyzstan｣というタイト

ルを付けている）。ヨーロッパでは「Kurdistan｣と勘違いされるケースも見受けられる。

国のネームを観光資源の魅力とともに積極的にアピールしていく必要がある。これまで観

光情報の発信は民間セクターが中心となって行われてきており、この傾向は今後も続くと思

われる。国家観光スポーツ青年政策委員会は、政府による広報活動の必要性を唱えているが、

1996年に委員会内に設置された観光情報センターは予算不足のために閉鎖され、以来、復旧

の見通しは立っていない。観光情報の発信に政府が今後どうかかわっていくかが課題となっ

ている。

キルギスに入国した観光客に対する情報提供体制も貧弱である。ツーリスト・インフォ

メーション・センターはマナス空港とビシュケクの民間企業「Bitel」社ビル内の 2か所に設置

されているが、これはマナス空港が経営しているもので、その存在は旅行者にほとんど知ら
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れていない。今後、トラベル雑誌やガイドブックへの掲載を実現するための活動が必要である。

写真 7－ 1　マナス空港内インフォメーションセンター

キルギスの山岳関連観光資源は、世界中の登山家、トレッキング愛好家を満足させ得る競

争力を備えている。各国の登山関連誌出版社に対する広報活動にも取り組むべきである。キ

ルギス人は親切でもてなし好きであり、一度訪れた観光客はリピーターとなる可能性もある。

最初の顧客の獲得が重要であり、そのためには潜在的顧客となりそうなターゲット層の絞込

みと重点的なアプローチが必要である。

（3）ビザ・観光客登録制度

かつてソ連はひとつの国であったが、独立後は各国がビザを発給するようになったため、

旅行者にとっては面倒、かつ費用負担が大きい。キルギスでは 2001年より日本をはじめ西側

先進国 27か国を対象に 1か月以内の滞在に限りビザ免除の措置をとった。このことは、行政

手続簡素化もさることながら、世界の観光マーケットに対して、観光客を歓迎する国である

というメッセージを発信して、国のイメージ改善に貢献した効果が大きい。

5日以上滞在する外国人に義務づけられている登録制度は観光客に極めて不評で、ビザ免

除のプラス・イメージを打ち消すマイナス・イメージをもたらしている。2002年に制度の見

直しが行われたが、登録が免除される国は 28か国に限られるなど不十分な内容で、しかもビ

ザと外国人登録の両方の免除はできないような対象国の指定を行っている。登録料も国の収

入に大して貢献しているとは考えられず、廃止又は長期間居住する外国人などに対象を限定

すべきである。
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（4）価格競争力

外国人旅行者にとって、キルギスは決して安上がりな国ではない。最大の要因は航空運賃

で、直行便の料金（エコノミーの通常価格）で、ロンドン～ビシュケク往復で 850米ドル、イ

スタンブール～ビシュケク往復で 450米ドルである。運賃は市場競争により下がるのを期待

するしかないが、トルコ航空のイスタンブール～ビシュケクの増便が、競合するキルギスタ

ン国内航空会社の反対によって実現していないなど、自由な競争を阻害する動きが見られる。

また、既に就航契約済みのモンゴル航空、マレーシア航空便も、理由は不明だが開始の見通

しが立っていない。

ホテルの客室料金も、アジアやヨーロッパの同クラスのホテルと比較して高いという印象

は否めない。

（5）サービスの質と多様性

キルギスを訪れる観光客の 70％がカザフスタン、ウズベキスタン、ロシア等旧ソ連国民だ

が、これらの国々の新興中流階級は、1990年代半ばからトルコ（主に地中海沿岸）やヨーロッ

パのリゾート地へ向かうようになり、彼らをターゲットとした割安なパッケージツアーが人

気を博している。キルギスは、これらの観光地に対して価格とサービス面での競争力をもた

ねばならない。キルギスと地中海とでは観光資源のコンテンツが異なり、イシククリ湖が地

中海になる必要はないが、少なくとも他所の観光地で提供されているサービスの内容がどの

ようなものであるか把握し、サービス面での差を縮めるための努力を継続していく必要があ

る。

トルコの地中海沿岸のリゾートホテルとイシククリ湖沿岸のサナトリウムのサービス比較

表を表 7－ 1に示すとおりである。

（6）インフラ

国の予算の制約により、観光インフラ（道路、空港等を除く）の整備は民間セクターに期待

がかかっている。投資誘致のためには国有施設の民有化が必要だが、投資家にとって投資物

件としての魅力が薄く、投資優遇措置もなく、更に縦割り行政の弊害により進捗せず、行き

詰まった状態になっている。国家資産投資委員会内に設置された「One Stop Shop」部は創設さ

れて間もないが、標榜する機能を 100％果たすことができれば、投資の大きな誘致要因となり

得る。法改正によって廃止された外国人投資家への利益税の一定期間免除、関税免除などの

インセンティブの復活も検討すべきである。例え小規模であっても、早期に成功のモデル・

ケースを 1つでも作ることが重要である。
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表 7－ 1　サービス比較表

項　目 トルコ（地中海沿岸） イシククリ湖

料　金 10日間で 900米ドル程度 航空券 240米ドル（モスクワ往復）＋

（含航空券、宿泊、3食） 宿泊費（20～ 60米ドル／日）

客　室 ホテル／バンガロー選択 旧ソ連スタイル

食　事 バイキングスタイル メニュー無し

毎日メニュー変わる 出されたものを食べる

1食 3時間 1食 1時間

ウォータースポーツ ・パラセイリング ・ジェットスキー

・モーターボート ・フェリーツアー

・ジェットスキー ・ボート

・ウィンドサーフィン （ホテル外）

・スキューバダイビング

・フェリーツアー

（ホテル敷地内に受付有）

屋 内 プ ー ル 有り（滑り台付） 有り（治療用）

児 童 公 園 有り 無し

託 児 所 有り 無し

アトラクション 専従芸人による昼・夜のショー 無し

（3～ 4か国語で司会）

日帰りツアー ・アクアパーク 無し

・歴史旧跡　等

売　店 ・皮革製品店 無し

・ツアーデスク

・土産品店

・水着等雑貨店

ス ポ ー ツ ・テニス 無し

・ゴルフ

・サッカー

・アーチェリー　等

言　葉 ロシア語可（CIS諸国観光学校実習生が勤務） ロシア語

（7）観光開発と環境保全との調和

観光開発の進展は、それに伴う観光客や域内人口の増加によるゴミ処理や汚水処理といっ

た新たな環境問題をもたらす。開発は、自然環境の保護、並びにゴミや汚水処理問題に対す

る具体的な対策を施しながら進めていかねばならない。イシククリ地域の開発計画策定にあ

たっては、自然環境保護の視点に基づいて土地利用区分を定めたGTZの Biosphere Reserveに

関する調査の成果が活用可能である。

（8）観光振興と貧困削減

観光開発は、雇用を創出して、地域経済を活性化させ、貧困削減に結びつくものでなけれ

ばならない。巨大リゾートによる観光客の囲い込みではなく、周辺の地域住民が参加し、活

動し、メリットを享受する仕組み（民芸品、食品販売、ホームステイ等）を考案する必要がある。
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イシククリ湖ではマナーの悪い観光客への抗議行動として、ビーチで家畜を散歩させて牛

糞を撒き散らしたり、ガラスビンを割るなどの事件が発生している。金遣いが荒く、傍若無

人に振舞う観光客に対するねたみの混じったいやがらせと見ることもできるが、一方、観光

客の受入れにより何の恩恵も受けられない住民側の怒りの現れともいえる。旅行客側のモラ

ルの向上と、住民の啓発の両方が必要だが、住民側にとって観光客によって生活が支えられ

ているという実感がもてる、また実際にそうなるための仕組みが出来上がることが重要であ

る。このような意味で、HELVETASが支援をしているCommunity-Based Tourismのような活動

を、今後更に普及させていく必要がある。

（9）人材育成

国家観光スポーツ青年政策委員会では、政策立案や他省庁との調整など、高度な法務知識

や交渉力が必要だが、観光高等教育機関の卒業生はより給与の高い民間セクターに流れるた

め、人材が常に不足している。解決策の 1つとして、政策立案に関しては、ツアーオペレー

ター協会など民間セクターの意見を吸収し、行政に反映させていくことがあげられる。政府

観光調整委員会や観光開発審議会の活動はこの流れに合致したものであり、今後民間セク

ターの代表者を増やすなど、活動を強化していくことが重要である。

サービス面では、首都ビシュケクの高級ホテルでは欧米諸国と遜色のないサービスを提供

しているが、それ以外のほとんどはソ連時代のそれとほとんど変わりない。観光分野の教育

は充実しつつあり、海外での実習を経て外国のサービスを知る人材が輩出されているにもか

かわらず、好条件の職場が限られているため、大半の現場のサービス向上に結びついていな

いのが現状である。

（10）地方間格差

将来、観光資源に恵まれたイシククリ州に投資が集中して、それ以外の州との間で地方間

経済格差が生じる可能性がある。他州に先んじて進むと思われるイシククリ州の開発の成果

を他の州に波及させるのは政府の役割である。開発政策の実施に際しては、他の地域への応

用や波及効果を常に考慮しながら進めていることが重要だ。この観点から、国家建設建設委

員会付属研究所が現在進めているイシククリ開発計画において、同研究所に蓄積される都市

開発・設計の技術やノウハウは、将来的に他の州の開発計画にも活用可能である。
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7－2 シルクロード観光の問題と課題

（1）ビ　ザ

シルクロードが通過する国々を共通のツアーゾーンと見なし、ゾーン全体の観光振興を図

る構想が「シルクロード協会｣等のフォーラムを通じて検討されている。ここではシルクロー

ド域内国共通ビザの導入が提案されているが、観光の側面だけでなく安全保障の問題と表裏

一体であるため早期の解決は難しいと予想されるが、シルクロード観光全体の振興のために

このような取り組みは不可欠であり、実験的にでも導入してみるに値すると思われる。中国

を含めた実現は難しいかもしれないが、旧ソ連諸国間だけでも実現すれば、観光客にとって

は手間とコストが省かれ、この地域へのアクセスの機会を増加させることにつながる。

（2）通　関

キルギスではGreen Corridor 制度を導入し、申告品の無い者には口頭による申告を認めるな

ど、入出国時の通関手続きは周辺国に比べて緩やかである。一方、隣国カザフスタンではキ

ルギスからの入国時はほとんど無審査だが、出国時の外貨持出しに関する審査は厳格である。

旅行者は、キルギス入国時に外貨持込を証明する申告書を2部（1部はキルギス税関に提出）作

成、1部は保管してカザフスタン出国時に提出する、といった対策が必要だが、観光客や旅行

代理店に対する情報の伝達は徹底されていない。

中国とキルギスの国境検問所 トゥルガート・パスやイルケシタン・パスは、1日の営業時

間はそれぞれ 5時間、6.5時間で、土日祝日は閉鎖されている。また、キルギスナンバーの車

が中国に入る際、車の写真、車検証明書、運転免許証を提示し、中国側からトランジット・ナ

ンバーを入手しないと入国が認められない。この問題については、キルギス首相名で中国側

に対して手続き緩和の要請が出されており、外交ルートによる解決が図られつつある。
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写真 7－ 2　トゥルガート・パス（キルギス～中国国境）

（3）マーケティング

シルクロード観光では、旅行者は複数の国を訪問することが多い。各国はシルクロードと

いう 1つのブランドを共有しており、ブランド・イメージの向上のためには、個々の国の努

力もさることながら、ビザや税関といった複数国間にまたがる問題の解決や広報活動に共同

で取り組む必要がある。キルギスは、歴史的名所や旧跡の面では、中国やウズベキスタンほ

ど豊富ではなく、シルクロード観光全体の見地からは与えるものよりも得るものの方が大き

い。キルギスはこれを最大限に活用すべきである。キルギスの旅行会社のなかには、中国西

部のカシュガルを訪れる日本人や韓国人観光客が多いことに注目して、キルギスまで足を伸

ばさせるツアープログラムの検討を行っているところもある。

WTO（世界観光機関）では、時代はヨーロッパ人を中心に普及した海、太陽、ビーチといっ

た従来型バカンスの観光から、歴史旧跡を巡って人類の足跡をたどる観光は、山や森に入り

大自然を探訪する観光への転換を迎えているとして、シルクロード観光を広報面で積極的に

サポートしている。
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第 8章　国際協力案件構想

8－1 我が国の協力の可能性

調査団としては、現段階における我が国の協力の可能性については、以下のとおりの見解を有

している。

イシククリ州の地域開発においては、環境保全、地域開発、観光振興の 3つの観点から開発を

進める必要が有り、以下の協力案件が考えられる。

（1）環境保全に留意した地域開発計画

〔C／ P（候補）：国家建築建設委員会〕

イシククリ州は渡り鳥の飛来地としてラムサール条約注5に加盟していること、また同地域

の有する観光資源は「雄大な自然」であり、地域開発を進めるにあたっては、これら環境保護

の視点に立った開発が必要不可欠である。キルギスにおいては、現在同地域における地域開

発計画を策定中であり、これらの計画に参画し、計画段階における技術移転を図ることは、無

秩序な開発を阻止し、自然環境の保護に努めることは、同地域の観光資源を保護することに

なり、結果として同国の観光振興に繋がるといえよう。個別専門家派遣、開発調査等（自然環

境保全、地域開発政策、地域開発計画策定技術）による対応が適当であると考えられる。ただ

し、現在先方の主張する地域開発計画（General Plan）の意味するものを更に調査することが必

要である。

（2）地図・測地学におけるデータベース作成

キルギスからの既要請案件として北部、東部における地図作成の開発調査案件があがって

いる。現在活用している地図は1980年代に作成されたものとの情報もあり、特にイシククリ

州においては地域開発計画の策定段階において要請に有る10万分の1及び5,000分の 1地形図

は有効であると考えられる。要請案件が数年前のままで越されているため、要請の背景、現

状、他国の支援状況等を改めて調査して、再度要請が越されればこれに対応することも重要

であると考えられる。

（3）観光振興支援

〔C／ P（候補）：国家観光スポーツ青年政策委員会〕

キルギスは、1人当たりGDP300米ドルを下回る最貧国であり、特に地方においては貧困層

注5 1971 年イランのラムサールにて開催された「湿地及び水鳥の保全のための国際会議｣で制定された条約。

2002年 10月現在、締約国数 133、登録湿地数 1,229、登録湿地総面積 1億 590万 ha。
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の比率が非常に高い。これらの貧困に対する支援として雇用創出、所得拡大は急務であり、

「環境への配慮に留意した地域開発」を進めるにあたっては、外資導入の促進を目的とした観

光振興により、経済のボトムアップを一方で図る必要がある。これらの状況にかんがみ、以

下の協力が考えられる

1） 観光政策支援

国家全体の観光振興の中枢部門に対する協力によって、政策によりダイレクトに影響を

与え、キルギスの観光開発に必要不可欠な視点に立った観光政策の枠組を構築する。現在、

民間企業間でいくつかの観光協会が作られているが、民間企業からの声が必ずしも政策に

反映されているとはいいがたく、観光産業の活性化を促すためにも彼らからあがるニーズ

を確実に吸い上げ、各省を調整する機能が期待されており、本支援ニーズについては、シ

ニアボランティアの派遣等による対応が適当であると考えられる。

2） 観光商品開発、サービス・接客、宣伝、広報

まだまだ観光のソフト部分では未発達な部分が多いといわざるを得ず、特にサービスの

面では根本的な考え方から転換を図る必要がある。また、全体の観光産業のボトムアップ

を図るにはサービスだけでなく、観光客のニーズに合致した商品開発、観光客誘致のため

の広報、宣伝活動も必要であり、現状では同州における有望な観光資源である湖畔での水

遊び、登山、トレッキング、スキー、温泉（サナトリウム施設）等を十分に活用できていな

い。これらは、長期的に技術移転を行う必要があり、当該分野において実務経験のあるシ

ニアボランティアの派遣による対応が考えられる。

3） 法整備支援

現在、キルギスにおいては、土地の私有化が進行中であること、観光振興においては外

資導入が不可欠であることから、これらに関する法律の整備状況について調査して、問題

点を洗い出す必要がある（WTOに加盟しているため、WTO関連法についても留意が必要）

また、ラムサール条約に加盟する等、環境には既に一定の配慮を示しており、今後の開発

の実施上留意が確実に必要となることから、キルギスの環境法についても同様の調査をす

る必要がある。これらは在外開発調査によるインベントリー調査を行うことで対応が可能

と考えられ法整備状況を調査する必要がある。これらを踏まえたうえで、我が国として実

施可能な法整備支援を更に検討することが考えられる。
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4） 自然保護と観光開発

特に（1）、（3）については、C／ P研修員枠を活用し、両国家委員会議長の本邦研修によ

る技術移転と更なる情報交換を検討したい。結果によっては、国別特設研修も検討したい。

8－2 留意事項

（1）C／ P機関

キルギスにおける観光開発を中心にした地方開発において、自然環境保護、地域開発、観

光振興は三位一体で進められなければならないが、キルギスでは縦割り行政によって省庁間

の調整が確実に行われているとはいいがたく、協力案件については、C／ Pの組織体制に若干

の懸念が残るため、国家建築建設委員会及び国家観光スポーツ青年政策委員会を統括する仕

組みが必要である。さらに、当然ながら環境非常事態省やイシククリ州政府もこの枠組みに

参画されるべきであろう。幸いにも本調査団のキルギス滞在中に首相と会見する機会があり、

首相からこれら両委員会の紹介を受けたこと、また、特に観光振興については、首相が政府

観光調整委員会の議長であることから、協力案件を実施するにあたっては適度な首相の関与

及び全面的な協力が期待される。

（2）借款の可能性

地域開発計画の計画策定に協力したと想定した場合、様々なインフラ整備が必要となると

考えられるが、これらの実施についてはキルギスの現在の借款状況からこれ以上の援助機関

からの借款が困難となっている（従来借款に頼っていた開発資金については外資導入による創

出を模索している）。

（3）他ドナーの援助動向

イシククリ州の開発については、これまでに観光分野ではAga Khan基金による開発計画や

環境分野、投資分野でのGTZによる支援等、複数のドナーによる調査レポートが既に存在す

るが、どれも提言にとどまって実行を伴うものではなく、キルギスに定着しているかどうか

不明である。ドナーの支援状況、今後の援助動向について、現地事務所を通じた更なる情報

収集が必須である。

（4）州政府の位置づけ

地方開発において、州政府の位置づけは非常に重要であり、多くの場合、州政府自体がC／P

機関となり得るが、キルギスでは州知事は大統領任命性であり、中央政府の出先機関という

位置づけという意味が強いようであるため、どのように州政府を巻き込んでいくか、検討を
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要する。

（5）文化無償

アク・ベシム遺跡のような、歴史的価値を有し、観光地としてのポテンシャルを備えなが

ら、十分な発掘・保護がなされず放置されている遺跡は、観光資源として蘇らせる作業を行

えば、十分に観光客を惹き付けられるものと考えられる。

（6）草の根技術協力

平成14年度には寒冷地工学研修（北海道北見市）を実施、キルギスに専門家を派遣し、本分

野におけるセミナーを開催した。このセミナーではイシククリ州を対象としたことから、今

後も本分野と地域開発計画の部分で連携協力の可能性が期待できる。

（7）日本センターとの連携

観光開発においては、国際マーケティング等の手法、知識が必要であり、日本センターを

活用した協力にも可能性を模索したい。更には、中央アジア域内の観光振興にもつながるた

め、3か国共同での観光開発セミナーや自国の観光宣伝、周遊ツアーの企画等、ウズベキスタ

ン、カザフスタンにある日本センターとの連携にも期待したい。

（8）自治体連携の可能性

本協力は、キルギスの地方開発であり、日本の地方自治体との連携も検討できるのではな

いか。そのうえで参考になるのが北海道の開発経験であり、人口規模、気候、自然条件が非

常に似通っていることから、これら自治体同士の協力関係構築を促すよう留意したい。



























































付　属　資　料

1.　キルギス 2010年までの観光開発計画

2.　キルギスイシククリ州カラコル市 2002年

3.　Tourism in Kyrgyztan（法律、傾向、展望）
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